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日出町行財政改革大綱【参考資料】の概要 

 

財政調整用基金（町の貯金）の減少 ⇒ このままだと貯金がなくなる 

 

  

 

 

 

 

 

地方債残高（町の借金）の増加 ⇒ 将来世代への負担が大きくなる 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率（財政のゆとりをみる指標）の上昇 ⇒ 財政の硬直化 

 

 

 

 

 

 

 

少子高齢化・人口減少社会の到来 公共施設・社会インフラの老朽化 

 

 

 

 

 

 

 

社会保障関係費の増大 職員数と退職者数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

15 億円     5 億円  

 

（▲10 億円）  

○ 歳入では、地方交付税が年々減少傾向 

○ 歳出では、義務的経費（任意に削減することができない経費）が年々増加傾向 
 
※ 財政調整用基金は、財政調整基金と減債基金を合計したもの。推進プランは、財政調整基金を数値目標とする。 

 

 

   （H30）          （R5）        （見込み） 

 

90 億円   104 億円  

 

   （H21）          （H29） 

 

○ 平成 21 年以降、年々町の借金は増加している 

○ 過年度の長期にわたる建設事業の使用財源とした地方債の償還の増加が主な要因 

（＋14 億円）  

87 ％      99 ％ 

   （H22）         （H30）         （見込み） 

 

○ 経常収支比率は、財政の弾力性（ゆとり）を見るための指標 

○ 経常収支比率は上昇しており、財政が硬直化している 

（＋12％）  

▲5,000 人 

○ 老年人口率：41.6％ （+12.8％） 

生産人口率：47.7％ （▲9.4％） 

年少人口率：10.7％ （▲3.5％） 

 

今後 40 年で849 億円 

○ 築 30 年以上の公共施設が 63.9％ 

○ 今後 40 年で公共施設等の更新費用総額

は、推計で 849 億円 

今後 
30 年で 

扶助費が２倍の24 億円 

○（H16）11 億円 →（H30）24 億円 

○ 少子高齢化で今後も扶助費は増加 

する見込み 

 51 人の増 
11 年間で
総職員数 

○ 正規職員は 210 人、11 年で 1 人減少 

○ 臨時・非常勤数が 11 年で 47 名増加 

○ 再任用制度や会計年度任用職員制度の 

導入による人件費の増加が想定 

不測の事態に対応で
きなくなる 
（減収や災害など） 

借金の返済額が増
え、自由に使える経
費が減ってしまう 

日出町独自の事業がで
きなくなってしまう 
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○ 参考資料 

１ 日出町の財政状況について 

 

（１）歳入と歳出の推移 

【歳入の推移】 

 

※H30 は見込みの数値。合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。 

 

【 説 明 】 

 ① 歳入の決算額は、行政需要の高まりに伴う歳出の増加（詳細は次の「歳出」の項

に記載）に応じ、以前と比較して増加しています。 

② 町の歳入は、自主財源（＊）である町税は以前と比較して増加しているものの、依

然として地方交付税などの依存財源（＊）の割合が高いため（平成 29 年度：約 57％）、

国の地方財政措置に委ねるところが大きい状況です。 

③ 近年は、歳出需要に対応するための財政調整用基金（＊）の取り崩しが増加してお

り、それに伴い「その他」の額及び割合が増加しています。 

 

【用語解説】 

＊自主財源 

町が自主的に収入できる財源のこと。町税、分担金及び負担金、使用料、手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入など。  

＊依存財源 

国や県の基準に基づいて交付され、又は割り当てられる財源のこと。地方交付税、

地方譲与税、国庫支出金、県支出金、町債など。 

＊財政調整用基金 

年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てる基金である「財政調整基金」と

町債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金である「減

債基金」を合計したもの。 

 

※用語の解説については、別冊参考資料をご覧ください。 

  

2,748 2,754 2,842 2,855 2,768 2,881 2,842 2,997 2,983 

2,494 2,528 2,476 2,454 2,400 2,477 2,259 2,346 2,226 

1,836 1,935 1,814 1,930 2,126 
2,546 

2,421 
2,627 2,518 

910 886 1,112 1,127 863 

1,180 
888 

989 
771 

924 1,177 1,156 1,051 1,395 

1,377 
1,490 

1,461 
1,132 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

町税 地方交付税 国県支出金 地方債 その他 

9,631 
8,912 

H22 年度   H23 年度  H24 年度  H25 年度   H26 年度   H27 年度   H28 年度   H29 年度   H30 年度 
単位：百万円 
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【歳出の推移】  

 

 

【 説 明 】 

 ① 町の歳出額は、平成 27 年度に初めて 100 億円を超え、以降は 100 億円前後の水準

で推移しています。 

② 歳出増加の要因の一つは、歳出の約半分を占める義務的経費（＊）が社会保障関連

施策に要する経費や地方債償還額の増加に伴い、恒常的に増加したことが挙げられ

ます。 

③ この義務的経費の増加に加え、平成 23 年度以降は、暘谷駅周辺整備や公共施設耐

震化など、投資的経費（＊）が増加したことも歳出増加の要因として挙げられます。 

 

【用語解説】 

＊義務的経費 

歳出のうち、支出することが制度的に義務づけられている（任意に削減できない）

経費のこと。人件費、扶助費及び公債費で構成されます。 

 （下線部注釈） 

◇人件費：一般職・特別職の給与・報酬、手当、共済費、退職金などのこと。 

  ◇扶助費：社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障がい者・生活困窮者な

どに対して国や地方公共団体が行う支援に要する経費のこと。 

  ◇公債費：町の借金（町債や一時借入金）の元金・利子として支払う経費のこと。 

＊投資的経費 

社会資本整備など、将来に残るものの整備に支出される経費のこと。 

 

 

 

 

 

 

  

4,452 4,593 4,543 4,558 4,771 4,845 4,896 5,100 5,097 

871 1,122 1,307 1,326 1,054 
1,731 1,202 

1,379 957 

3,372 
3,334 3,317 3,236 3,381 

3,685 
3,629 

3,732 
3,772 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

義務的経費 投資的経費 その他 

8,912 

9,825 

H22 年度   H23 年度  H24 年度   H25 年度   H26 年度   H27 年度   H28 年度   H29 年度   H30 年度 

単位：百万円 
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（２）経常収支比率の悪化 

 
（※平成 30 年度は見込みの数値） 

【 説 明 】 

① 経常収支比率（＊）は、次により算出されます。 

 

経常収支比率＝（経常的経費充当経常一般財源） ÷ [ 経常一般財源 ] × 100 （％） 

 

② 経常収支比率が高いほど、財政が硬直化し、政策的な経費に充てる財源が制約さ

れ、町民サービスにも影響を与える恐れがあるとされています。 

③ 過去の町の数値は、県内平均よりも低い（80％台後半）ものでしたが、年々上昇

し、平成 26 年度に 90％を超えて以降は、県内平均や類似団体（＊）平均を上回る数値

で推移しています。 

 

【用語解説】（＊） 

＊経常収支比率 

財政構造の弾力性を表す指標のこと。人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常

的に支出される経費に、地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般

財源がどの程度使われているかを示し、この比率が高いほど財政構造の硬直化が進ん

でおり、政策的予算が制限されるといわれている。 

＊類似団体 

全国の市町村を人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）から類似する市区町村

をグループに分けたもの。全市区町村を指定都市、中核市、特例市、特別区、その他

の一般市、町村と６区分し、さらに、その他の一般市を 16 類型に、町村を 15 類型に

区分している。 
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H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

日出町 大分県内 類似団体 日出町 

県内平均 

類似団体 

単位：％ 
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（３）一般会計の地方債残高の増加 

 

 

【 説 明 】 

 ① 地方債（町債）は、町が１会計年度を超えて行う借入れのことであり、原則とし

て投資的経費の一定部分に充てられます。 

 ② 町の一般会計の地方債残高は、平成 21 年度以降増加しており、平成 29 年度には

104 億 3,000 万円の残高となっています。 

③ 地方債の発行及びその償還は、後年度に費用として発生することから、将来世代

への負担となります。②の増加も過年度の長期にわたる建設事業の使用財源とした

地方債の償還によるものです。 

 

 

  

7,394 7,157 6,722 6,425 6,116 5,805 5,710 5,713 5,496 5,706 5,752 5,858 

1,947 2,140 
2,302 2,581 3,084 3,417 3,775 4,058 4,279 

4,443 4,498 4,572 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

臨財債以外の地方債 臨時財政対策債 
平成 21 年度に比べ 14 億円の増加 

単位：百万円 

9,341 

10,430 

9,006 
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（４）財政調整用基金残高の減少 

（単位：百万円） 

 

※合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。 

【 説 明 】 

 ① 財政調整用基金は、一般家庭の貯金にあたるもので、計画的な財政運営を行うた

めの積立金です。 

② 以前の行財政改革により財政調整用基金を平成 18 年度の 10 億 7,700 万円から平

成 27 年度には 17 億 8,700 万円に増加となりました。 

③ 平成 28 年度以降、地方交付税など歳入の減少や公債費など義務的経費の増加によ

り財政調整用基金は減少し、平成 30 年度の決算見込は 15 億 1,860 万円となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

659  706  803  
902  

1,046  1,048  1,119  1,137  1,093  1,169  
1,032  950  903  

418  
424  

377  
405  

519  487  
557  567  

542  
618  

578  
615  615  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000
財政調整基金 減債基金 

1,519 
1,565 

(H18)  (H19)  (H20)  (H21) （H22） （H23） (H24) （H25） （H26）（H27）  (H28)  (H29)  (H30) 

1,077 

行財政改革の効果 

1,787 
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２ 日出町の行財政運営の課題について 

 

（１）少子高齢化・人口減少社会の到来 

 

【全国の年齢３区分別人口の推移】 

 

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」より 

 

【日出町の年齢３区分別人口の将来推計】 

 
※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計」より 

 

【 説 明 】 

 ① 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）では、2015 年の１億 2,709 万人から、

2040年の１億 1,092 万人を経て、2053 年には１億人を割って 9,924万人となり、2065

年には 8,808 万人になるものと推計しています。 

② 少子化とともに高齢化も急速に進行することから、生産力・労働力の減少や地域

活動の担い手・人材不足を招く可能性が想定されます。 

 ③ 町においても、2015 年国勢調査では、少子化・高齢化が進行している結果となっ

ており、社人研の推計では、2045 年までに約 5,000 人減少するものとなっています。  

0
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40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000
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老年人口 

3,977  3,701  3,370  3,111  2,867  2,667  2,486  

16,012  
15,162  

14,565  13,930  
13,163  

12,041  
11,049  
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8,712  

8,961  
9,049  

9,192  
9,522  

9,628  

0
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23,163 

（年） 

年少 

老年 

生産年齢 

28.8％ 

57.1％ 

14.2％ 10.7％ 

47.7％ 

41.6％ 

23,163 

23,163 

28,058 

26,090 
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（２）社会保障関係費の増大 

 

【町の扶助費の推移】                     （単位：百万円） 

 
（※平成 30 年以降は見込みの数値） 

【 説 明 】 

 ① 町の扶助費は、年々増加傾向にあり、平成 30 年度の決算見込み額は、平成 16 年

度と比べて２倍以上の 24 億 6,500 万円となっています。 

② 今後も人口減少に加え、少子化・高齢化の進行により、扶助費が増加し、財政運

営において大きな負担となることが想定されます。 

 

（３）公共施設・社会インフラの老朽化 

 
※（財）地域総合整備財団（ふるさと財団）「公共施設更新費用試算ソフト」より 

 

【 説 明 】 

① 町の公共施設の多くは、老朽化が進み、平成 27 年末には、築 30 年以上の公共施

設は 63.9％となっています。 

② 今後 40 年間での公共施設等に係る更新費用総額は、推計で 849 億円となり、毎年

多額の改修費用が必要になることが見込まれるため、計画的な維持管理（長寿命化）

と更新費用の平準化を図りながら、財政負担の軽減を図る必要があります。 

1,093 

2,465 
2,559 

13.5% 

25.1% 

26.4% 

0
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2,000
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12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

年平均 21.2 億円の更新費用 

平成 26 年度には 20 億円超 

40 年間の整備総額 849 億円 

歳出額に占める扶助費の割合 

  H16  H17 H18 H19  H20 H21 H22  H23 H24 H25 H26  H27 H28 H29  H30  R1  R2  R3   R4  R5 
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（４）職員数と退職者数の状況 

 

【職員数の推移（平成 31 年 4 月 1 日現在】 

 

 

【５０歳以上の職員数（平成 31 年 4 月 1 日現在）】 

 

※定年退職の年齢を 60 歳とした場合 

【 説 明 】 

 ① 正規職員数は、平成 16 年に 236 人から第 1 次行革プラン以降は約 210 人となって

います。 

② 職員の削減、制度改正や権限移譲などによる業務の多様化等により、臨時・非常

勤職員数が増加しており、平成 31 年の総職員数は平成 21 年と比べ 51 名増加してい

ます。 

 ③ 今後は、退職職員の再任用完全実施や会計年度任用職員制度の導入など職員に関

する制度が順次適用される予定であり、現状のまま対応した場合は、人件費の増加

が想定されます。  

211  211  212  208  212  210  212  209  212  210  210  
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50 歳以上の 

職員数は 63 人 

（全体の 30％） 

 

 

(H21)   （H22   （H23）  （H24） （H25） （H26） （H27）   (H28)   (H29)    (H30)    (R1) 

372 

321 
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（５）一般財源確保の懸念 

 

【財政調整用基金残高（財政調整基金及び減債基金）の見通し】 

 

 

※H31 年 4 月時点の中期財政収支の試算 

 

【 説 明 】 

 ① 町の自主財源は限られており、歳入の約６割は地方交付税等の依存財源となって

います。 

② 増加する歳出に対して歳入の不足が生じた際は、財政調整用基金を取り崩して対

応しています。 

 ③ 年々増加している扶助費、公共施設の老朽化に伴う整備費用、制度改正による人

件費など、今後ますます財政負担が大きくなっていく見込みで、財政調整用基金も

年々減少していくことが想定されます。 
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

財政調整基金 減債基金 1,519 

513 

（単位：百万円） 

財政再建前の残高（H16）621 

  H30 年度    R 元年度     R2 年度     R3 年度       R4 年度       R5 年度 


